
　　　　　　　　　　　　　　主　　　　文
　　　１　原判決を次のとおり変更する。
　　　　(1)　控訴人は，被控訴人Ａに対し金９３９万４５１７円及びこれに対する
平成１１年４月２０日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
　　　　(2)　控訴人は，被控訴人Ｂに対し金７４８万１０８５円及びこれに対する
平成１１年４月２０日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
　　　　(3)　被控訴人らのその余の請求をいずれも棄却する。
　　　２　本件各附帯控訴を棄却する。
　　　３　訴訟費用は第１，２審を通じて４分し，その１を控訴人の，その余を被
控訴人らの各負担とする。
　　　４　この判決は，第１項の(1)及び(2)に限り，仮に執行することができる。
ただし，控訴人が被控訴人ら各自につきそれぞれ金５５０万円の担保を供するとき
は，同各仮執行を免れることができる。
                            事実及び理由
第１　控訴及び附帯控訴の趣旨
  （控訴人の控訴の趣旨）
　１　原判決を取り消す。
　２　被控訴人らの請求をいずれも棄却する。
　３　訴訟費用は第１，２審とも被控訴人らの負担とする。
　（被控訴人らの附帯控訴の趣旨）
　１　原判決を次のとおり変更する。
　　(1)　控訴人は，被控訴人Ａ（以下「被控訴人Ａ」という。）に対し，金４１７
３万４０７９円及びこれに対する平成１１年４月２０日から支払済みまで年５分の
割合による金員を支払え。
　　(2)　控訴人は，被控訴人Ｂ（以下「被控訴人Ｂ」という。）に対し，金３９５
２万９７９９円及びこれに対する平成１１年４月２０日から支払済みまで年５分の
割合による金員を支払え。
　２　訴訟費用は第１，２審とも控訴人の負担とする。
　３　第１項につき仮執行宣言
第２　事案の概要
　　　次のとおり補正するほかは，原判決の「第２　事案の概要」に記載のとおり
であるから，これを引用する。
　１　原判決２頁下から２行目から末行にかけての「、北方に左折し」を削除し，
同３頁下から４行目から３行目にかけての「４０」を「少なくとも３０」と改め
る。
　２　同４頁４行目の「そして」を「Ｃは，本件現場交差点を北方に左折しようと
していたところ」と改め，同５頁１５行目末尾の次に次のとおり加える。
　　「また，仮に中間利息の控除についてライプニッツ係数を採用するとしても，
中間利息の利率については，本件事故後現在まで低金利状況が継続しており，少な
くとも今後３年間は同様の状況であることが予想されるから，本件事故後８年間に
ついては，現実の金利動向を反映した利率を，その後は年５パーセントをそれぞれ
基礎とした係数（１６．１１３５）を採用すべきであり，これを下回ることがあっ
てはならない。」
　３　同６頁初行から同１６行目までを次のとおり改める。
　　「⑧　葬儀費用及び墓代　　　　　　　　　　　　　２００万円
　　　⑨　損害の填補
　　　　　前記１の(5)のとおり
　　　⑩　充当関係
　　　　　　　　　以上のとおり，被控訴人らの損害額は，被控訴人Ａ分が合計５
０８８万０６９８円，同Ｂ分が合計４８８８万０６９８円となるところ，前記⑨の
各填補額を各填補日までの遅延損害金及び損害額に法定充当すると，被控訴人らの
損害残額は，被控訴人Ａ分が３８７３万４０７９円，同Ｂ分が３６５２万９７９９
円となる。
　　　⑪　弁護士費用　　　　　　　　　　　　　　　各３００万円
　　　⑫　請求金額　　　　　　被控訴人Ａ　４１７３万４０７９円
　　　　　　　　　　　　　　　被控訴人Ｂ  ３９５２万９７９９円」
第３　当裁判所の判断



　１　次のとおり補正するほかは，原判決の「第３　争点に対する判断」の説示と
同一であるから，これを引用する。
　　(1)　原判決７頁４行目の「１１」の前に「９，」を加え，同５行目の「被告本
人」を「原審における被控訴人Ａ及び控訴人各本人」と，同８行目から同８頁６行
目までを次のとおりそれぞれ改める。
　　　「ア　本件現場及び本件事故の状況は，原判決添付別紙図面（以下「別紙図
面」という。）のとおりであり，本件現場は非市街地で，交通量は普通である。本
件道路は，アスファルト舗装され，黄色の中央線が切れ目なく引かれ，南から北に
向けて１００分の５の割合の傾斜で下り坂になっており，本件事故当時，路面は乾
燥していた。本件現場の制限速度は時速４０キロメートルである。本件道路（幅員
６．９メートル）は，交差道路（幅員４．７メートル）との関係では優先道路とな
っている。
　　　　　　交差道路は，ａ方面から見て左側に位置するところ，道路に隣接して
法面の高さ約２メートルの水田の土手があるために，本件道路から左方（西側）の
交差道路及び交差道路から本件道路の右方（南側）に対する見通しの状況は，いず
れも良くないが，本件道路を北進した場合，交差道路入り口付近の身長１．２メー
トル程度の人物を約２４メートル手前で視認することができる。また，交差道路向
側の本件道路東側に設置されたカーブミラー（以下「本件カーブミラー」とい
う。）によれば，衝突地点から約３５メートル南側の地点（別紙図面のＰ点）で，
衝突地点から西側１８．９メートルの交差道路上の地点（同図面のＰ’点）まで見
通すことができる。
　　　　イ　控訴人は，本件事故以前にも約２０回本件現場を走行したことがあ
り，本件道路には交差する道路が多いことは認識していたが，交差道路に気付いた
ことはなく，本件事故時も本件カーブミラーを見落とし，これによる交差道路の交
通状況を確認していない。
　　　　　　控訴人は，本件現場近くのゴルフ場から帰宅するため，本件道路を控
訴人車を運転して南から北に向けて進行していたところ，衝突地点の手前１３．４
メートルの地点（別紙図面の②点）で，本件現場交差点に自転車で進入しようとし
ているＣを別紙図面の<ア>点に発見し，右にハンドルを切りながら急制動の措置を
取ったが間に合わず，別紙図面の<×>点でＣ車と衝突した。なお，別紙図面の<ア>
点と同<×>点間の距離は２．０メートルである。
　　　　ウ　Ｃは，当時小学校３年生（８歳）であり，友人宅からの帰宅途中，交
差道路をＣ車に乗って西から東に向けて進行し，本件現場交差点に進入して本件事
故に遭ったものであるが，本件現場は，登下校時にも通っていた。
　　　　エ　本件現場には，控訴人車による長さ約１７．９メートルのスリップ痕
が残っていた。また，衝突後，Ｃ車は衝突地点から北へ１１．２メートル先の本件
道路西側の溝（別紙図面の<エ>点）に，Ｃは衝突地点から北へ１６．８メートル先
の本件道路西側の路側帯（別紙図面の<ウ>点）にそれぞれ倒れていた。
　　　　オ　本件事故により，控訴人車は，前部バンパー，左前フェンダー及びボ
ンネットが凹損し，フロントガラスが破損した。また，Ｃ車は，前ホーク，前輪及
びフレームが曲損した。」
　　(2)　同８頁８行目の「速度」の次に「及び控訴人の過失」を，同９行目の冒頭
に「乙第３号証（控訴人作成の陳述書）及び」を，同下から６行目の「証拠（」の
次に「甲６，」を，同９頁７行目の「道路」の次に「（アスファルト舗装された道
路で乾燥した路面の場合）」をそれぞれ加え，同１０行目から同１７行目の「ま
た」までを次のとおり改める。
　　　「　したがって，控訴人は，制限速度を２０キロメートル以上も超過して本
件道路を走行していたことになる。また，控訴人は，前記(1)のア，イのとおり，衝
突地点の約２０メートル以上手前から交差道路入り口付近の身長１．２メートル程
度の人物を視認することができ，また，本件カーブミラーによれば，さらにその手
前（衝突地点から約３５メートル南側）で，衝突地点から交差道路の西側１８．９
メートルの地点まで見通すことができるのであって，交差道路を本件道路に向けて
走行していたＣを発見することが十分可能であったにもかかわらず，本件カーブミ
ラーを見落とし，これによる交差道路の交通状況の確認を怠ったため，衝突地点の
南側１３．４メートルの地点に至るまでＣを発見することができなかったものであ
るから，控訴人に前
方不注視の過失ないしは交差道路から本件現場交差点に進入しようとする車両等の
動静を注視する義務を怠った過失があったことが明らかである。そして，控訴人の



これら制限速度違反，前方不注視等の過失の程度は，前記認定の事実に照らし，著
しいものといわなければならない。
　　(3)　Ｃの過失について
　　　　　Ｃとしては，本件道路が優先道路であること，交差道路から本件道路右
側の見通しが良くないことから，交差道路から本件現場交差点に進入するに際して
は（本件道路を横断するにせよ，左折するにせよ，いずれの場合も同様であ
る。），本件道路を走行する車両の動静に注意し，左右の安全を確認した上，本件
現場交差点に進入すべき義務があったというべきところ，控訴人がＣ車を発見して
から（この時点で，Ｃも被告車を発見し得たものと推認できる。），控訴人車がＣ
車に衝突するまでの間，Ｃ車も２メートル走行して本件道路の路側帯を越えて走行
車線に進入していることに照らせば，Ｃは，少なくとも本件道路の右方の安全確認
をしないまま漫然と本件現場交差点に進入したものといわざるを得ず，Ｃにも過失
があったことは否定できな
い。ところで」
　　(4)　同９頁末行の「その際」を「Ｃが自転車のハンドルを左に切っていたとし
ても，その角度が４５度ということは考えにくいこと（原審証人Ｄ）などからし
て，衝突時」と，同１０頁３行目の「一旦停止をせず、」を「安全確認が不十分な
まま」と，同６行目の「諸事情」から同９行目の「していたこと」までを「控訴人
及びＣの前記認定の各過失の内容及び程度のほか」と，同下から７行目の「広島大
学付属病院」を「広島大学医学部附属病院」とそれぞれ改める。
　　(5)　同１０頁下から３行目から同１１頁下から７行目までを削除し，同６行目
の「②」を「ア」と改め，同１２頁５行目の次に改行して次のとおり加える。
　　　「イ　逸失利益の現価計算における中間利息の控除に関する被控訴人らの主
張について，検討する。
　　　　　(ア)　中間利息の控除方法（ライプニッツ方式とホフマン方式）につい
て
　　　　　　　　交通事故訴訟における若年者の逸失利益の算定において，適正，
妥当な損害額を認定するためには，基礎収入の認定方法と中間利息の控除方法とを
整合的に関連させて考える必要があるところ，同算定において，被害者が生涯を通
じて全年齢平均賃金程度の収入を得られる蓋然性が認められる場合には，基礎収入
を全年齢平均賃金又は学歴別平均賃金（賃金センサスの全年齢平均賃金）によるの
が妥当であるが，基礎収入として初任給固定賃金でなく，比較的高額の全年齢平均
賃金を用いることとの均衡，ホフマン方式（年別・単利・利率年５分）の場合に
は，就労年数が３６年以上になるときは，賠償金元本から生じる年５分の利息額が
年間の逸失利益を超えるという不合理な結果になるのに対して，ライプニッツ方式
（年別・複利・利率年
５分）の場合には，そのような不合理な結果を招来しないことなどを考慮すると，
中間利息の控除方法としては，ライプニッツ方式を採用するほうが，より適正かつ
妥当な逸失利益を算定できるものというべきであるから，同方式を用いるのが相当
である。
　　　　　(イ)　中間利息の利率について
　　　　　　　　ここ数年間は低金利の状況が続いているが，それ以前の十数年間
の定期預金の金利は年５パーセント前後の水準で推移し，公定歩合をみると，戦後
年５パーセントを上回っていた時期の方が年５パーセントを下回っていた時期より
長く，この３０年間のうち，昭和５０年前後の数年間の公定歩合は年６パーセント
を超え一時的には年９パーセントに達する時期があったこと（甲１２，１３，１
５，弁論の全趣旨），本件における逸失利益は，口頭弁論終結時から約４年後（Ｃ
が満１８歳に達する時）以降約５０年間にわたる得べかりし収入に係るものであっ
て，そのような長期間にわたる将来の金利の推移を客観的かつ高度の蓋然性をもっ
て予測することは極めて困難であること，また，民法において法定利率が年５分と
されている（民法４０
４条）ことや遅延損害金の利率が法定利率の年５分とされている（民法４１９条）
こととの均衡（逸失利益における中間利息の控除の趣旨からして，その場合の控除
割合を前記法定利率や遅延損害金の利率と同一のものとしなければならないものと
は必ずしもいえないが，民法制定当時，法定利率等を定めるに当たり，一般的な運
用利益が考慮されて年５分とされた経緯に照らすと，中間利息の控除と共通する面
があることは否定し難いところ，民法の前記規定は，制定後現在に至るまで改正さ
れていない。），破産法４６条５号，会社更生法１１４条，民事再生法８７条等の



規定において中間利息控除の割合が年５分とされていることのほか，大量の交通事
故による損害賠償請求事件においては，定型的で迅速な処理が要請されるところ，
逸失利益の算定にお
ける中間利息の控除割合については，永年にわたり，金利動向の高低にかかわら
ず，民法上の法定利率による扱いが定着して採用されてきたのであって，個々の事
件ごとに利率の認定作業をすることは前記要請に反することなどを考慮すると，本
件の逸失利益の算定における中間利息の控除割合は，年５パーセントとするのが相
当である。なお，甲１５には，初期の低金利は，将来の高金利よりもライプニッツ
係数の算出により影響するとして，現在の低金利を無視して逸失利益を算定すべき
ではない旨の記載があるが，前記説示に照らすと，年５パーセントとするのが不合
理であるとまではいえず，他にこれを不合理とする特段の事情があるものとも認め
られない。」
　　(6)　同１３頁９行目の「そして」から同１２行目までを削除し，同１３行目か
ら同下から２行目までを次のとおり改める。
　　　「(11)　損害の填補及び充当計算
　　　　　　　以上によれば，被控訴人Ａは２３４８万８９６４円，同Ｂは２１８
８万８９６４円の各損害賠償請求権を有しているところ，被控訴人らは，前記第２
の１の(5)のとおり，損害の填補を受けたから，各填補額を各填補日までの遅延損害
金にまず充当し，残額を前記損害額に充当すると，別紙計算書のとおり，損害残金
は，被控訴人Ａにつき８５４万４５１７円，同Ｂにつき６７８万１０８５円とな
る。
　　　　(12)　弁護士費用
　　　　　　　本件事案の内容，審理の経過，認容額等に照らし，被控訴人らが本
件事故による損害として控訴人に対し賠償を求め得る弁護士費用は，被控訴人Ａに
つき８５万円，被控訴人Ｂにつき７０万円と認めるのが相当である。
　　　　(13)　損害賠償請求債権
　　　　　　　そうすると，被控訴人らの損害賠償請求債権は，被控訴人Ａ分が９
３９万４５１７円，同Ｂ分が７４８万１０８５円となる。」
　２　以上の次第で，被控訴人らの本訴請求は，控訴人に対し被控訴人Ａが９３９
万４５１７円，被控訴人Ｂが７４８万１０８５円及び同各金員に対する平成１１年
４月２０日から各支払済みまで年５分の割合による遅延損害金の支払を求める限度
で理由があるから認容し，その余は失当として棄却すべきであり，これと異なる原
判決は不当であるから，これを前記のとおり変更し，本件各附帯控訴は理由がない
から棄却することとし，訴訟費用の負担について民事訴訟法６７条２項，６４条，
６１条，６５条１項本文を適用して，主文のとおり判決する。
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